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（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人東京大学（以下「大学法人」という。）における受託

研究の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「受託研究」とは、大学法人以外の者から委託を受けて大学法

人が実施する研究で、これに要する経費を委託者が負担するものをいう。 

２ この規則において、「部局長」とは、東京大学基本組織規則（平成１６年４月１日規

則第１号）第３章及び第４章に掲げる組織並びに教育学部附属中等教育学校及び東京大

学病院の長をいう。 

（研究代表者） 

第２条の２ 受託研究を実施する部局は、当該受託研究を担当する者（以下「研究担当

者」という。）のうちから、当該受託研究を統括し、研究遂行上最終的な責任を負う者

として、研究代表者を置く。 

２ 研究代表者は、大学法人と雇用関係にある者のうち、原則として常勤の教員であるも

のをもって充てる。 

（申込みの方法） 

第３条 受託研究の申込みは、部局長に対して文書により行うものとする。 

 （本部への相談） 

第３条の２ 部局長は、受託研究の申込みがあった場合において、適切な受託研究の実施

に影響を及ぼすおそれがあると思料する事項（以下「懸念事項」という。）があるとき

は、受入れの決定に先立ち、研究を担当する理事（以下「担当理事」という。）に対

し、当該懸念事項について相談を行うものとする。 

２ 担当理事は、前項の相談があった場合は、受託研究の受入れの適否について助言を行

うものとする。 

（受入れ決定等） 

第４条 受託研究の受入れ決定は、総長が部局長にこれを委任するものとする。 

２ 部局長は、受入れを決定するに当たっては、あらかじめ当該部局の適切な審査機関の

議を経るものとする。 

３ 部局長は、前条第１項により相談を行った場合においては、受入れの決定に当たり、

同条第２項の助言を踏まえた申込みとなっていることを確認しなければならない。 

４ 部局長は、受入れを決定したときは、その決定内容を東京大学会計規程（平成１６年

東大規則第８号）第１６条第２項に規定する総長から契約事務の委任を受けた者（以下



「契約事務の委任を受けた者」という。）に通知するものとする。 

（受託研究契約の締結） 

第５条 契約事務の委任を受けた者は、前条第４項の通知に基づき、受託研究の委託者と

受託研究に関する契約を締結するものとする。 

（受託研究の開始） 

第６条 受託研究は、契約を締結した日から実施するものとする。 

（研究協力者の参加） 

第７条 受託研究遂行上、大学法人に所属する者であって研究担当者以外のものの協力が

必要であると大学法人及び委託者が認めるときは、研究協力者として当該受託研究に参

加させることができる。 

（受託研究に要する経費） 

第８条 大学法人は、施設・設備を受託研究の用に供するとともに、当該施設・設備の維

持・管理に必要な経常経費等を負担するものとする。 

２ 委託者は、謝金、旅費、設備費、消耗品費及び光熱水料等の当該受託研究遂行のため

に直接必要な経費に相当する額（以下「直接経費」という。）並びに東京大学研究支援

経費取扱要領（平成３１年１月３１日東大規則第３９号）に定める研究支援経費を合算

した額に消費税及び地方消費税を加算したもの（以下「研究経費」という。）を負担す

るものとする。 

（設備等の取扱い） 

第９条 前条に規定する経費により、研究の必要上、大学法人において新たに取得した設

備・消耗品は、大学法人の所有に属するものとする。 

２ 受託研究の遂行上必要な場合には、委託者からその所有に係る設備を受け入れ、又は

受託研究の遂行上必要な範囲において委託者の有する有体物、情報等の提供若しくは開

示を受けることができるものとする。 

 （受託研究の実施状況の確認） 

第９条の２ 部局長は、当該部局で実施する受託研究の実施状況を適切に確認し、把握し

た上で、適切に実施されていないと判断した場合には、担当理事に報告の上、連携して

対応を行わなければならない。 

２ 担当理事は、必要に応じ、受託研究を実施する部局の部局長に対し、当該部局で実施

する受託研究の実施状況その他必要と認めた事項について報告を求めることができる。 

３ 担当理事は、必要に応じ、委託者に対し、当該受託研究の実施に係る事項その他本学

との受託研究に関連し必要と認めた事項について、照会又は確認を求めることができ

る。 

４ 受託研究の実施部局及び委託者は、前３項に規定する確認等に対して、誠実に協力し

なければならない。 

 （受託研究の実施状況の調査） 



第９条の３ 担当理事は、前条の規定による実施状況の確認により、受託研究が適切に実

施されていないと判断した場合には、当該受託研究について調査を行う。 

２ 教職員その他の当該受託研究の実施に関係する者は、前項の調査に際して協力を求め

られたときは、当該調査に誠実に協力しなければならない。 

３ 担当理事は、第１項に規定する調査の結果、当該受託研究の実施状況に改善が必要な

事項があると認める場合には、当該受託研究の実施部局の部局長に対し、改善の措置に

ついて助言を行うことができる。 

４ 前３項の調査の手続きその他の必要な事項は、別に定める。 

（受託研究の中止等） 

第１０条 研究代表者は、受託研究を中止し、又は研究期間を延長する必要が生じたとき

は、直ちに部局長に報告し、その指示を受けるものとする。 

２ 部局長は、前項の報告により、やむを得ないと認めるときは、当該受託研究の中止又

はその期間の延長を決定し、その旨契約事務の委任を受けた者に通知するものとする。 

３ 担当理事は、前条に規定する調査の結果、当該受託研究の実施状況が不適切であり、

中止が相当であると認める場合は、総長に対して、当該受託研究の中止に関する具申を

する。 

４ 総長は、前項の具申があった場合、当該受託研究の実施部局の部局長に対し、当該受

託研究の中止を命じることができる。 

５ 部局長は、前項の命令があった場合、当該受託研究の中止を決定し、その旨契約事務

の委任を受けた者に通知するものとする。 

（受託研究の終了及び実績報告書の作成） 

第１１条 研究代表者は、受託研究が終了したときは、当該受託研究の研究機関中に得ら

れた研究の成果について、受託研究契約に基づき実績報告書をとりまとめ、委託者に提

出する。 

２ 前２条の規定により受託研究を中止したときは、研究代表者は、当該受託研究の中止

の日までに得られた研究成果について、実績報告書をとりまとめ、委託者に提出する。 

第１２条 削除 

（研究成果の公表） 

第１３条 受託研究による研究成果については、原則として公表するものとする。 

２ 公表の時期及び方法について定める必要がある場合、委託者と協議するものとする。 

（知的財産権の取扱い） 

第１４条 受託研究の結果生じた知的財産権については、原則として大学単独の権利とし

て取り扱うものとする。 

（実施細則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、規則の実施に関し必要な事項は、実施細則で定

める。 



（定型的な受託研究の取扱い） 

第１６条 定型的な試験、測定及び検査等にかかる受託研究の取扱いについては、この規

則にかかわらず、別に定めるところによるものとする。 

 

附 則 

１ この規則は、昭和４６年１月１日から施行する。 

２ 東京大学薬学部受託規則（昭和４１年１月２７日制定）、東京大学地震研究所受託規

程（昭和３８年１０月２２日制定）、東京大学生産技術研究所受託規程（昭和２５年３

月１１日制定）、東京大学応用微生物研究所研究等受託規程（昭和３０年５月１６日制

定）、東京大学物性研究所受託規程（昭和３８年１０月２２日制定）、東京大学海洋研究

所研究等受託規則（昭和４０年９月２１日制定）および東京大学工学部附属綜合試験所

受託規程（昭和４５年６月１６日制定）は、廃止する。 

３ この規則施行の際、すでに受託研究を受入れ現に研究中のものについては、この規則

の定めるところにより受入れたものとみなす。 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から実施する。 

附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から実施する。 

附 則 

この規則は、平成３１年２月１日から実施する。 

  附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から実施する。 
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◆昭和４６年０１月０１日 評議会可決 

◇平成０９年１２月１６日  

◇平成１３年０３月１９日  

◇平成１６年０４月０１日  

◇平成２１年０１月２２日  

◇平成３１年０２月０１日  

◇令和０８年０９月１７日 


